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はじめに 
本文の目的は、石油化学業界における構造転換

を通じたエコ・ベースの新産業育成を図ることで

ある。日本における化学産業は、資源小国という

ハンディを克服し切磋琢磨することで磨かれて

きた。このような経験から派生した環境技術は、

日本の産業界にエコ・ベースの新産業を育成する

うえで重要な資産である。産業構造の転換期にあ

る日本経済にとって、日本の弱みを強みへ変える

重要な役割を担う環境リサイクル産業について

調査する。 

 

1 背景と目的 
化学産業は近年における希少なエネルギー問

題、また、地球温暖化、太陽光発電、バイオマス

燃料、などの議論の活発化において注目されてい

る。資源小国である我が国の化学産業は、先進国

かつ産油国である米国や英国などと比べ産業競

争力の点でも負荷があり、さらに EU などと比べ

ても原産国から遠いという不利がある[１]。また、

化学産業は産業部門において CO2 の排出量が１

５％と、鉄鋼に次ぐ環境負荷の高い産業としてみ

なされている（図１参照）。 

 

図１ 産業部門の排出量（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：日本経済新聞 ２００７年６月２１日記事    

 

2 文献レビュー 
本章では、環境リサイクルに関連した先行研究

として、まず、Sustainability という概念につい

て、次いで環境アセスメントについて、最後にリ

サイクルについてレビューする。 

 
2.1 Sustainability 

Sustainability という言葉は英語の Sustain

（持続）と ability（可能性）からなる。この言

葉が最初に用いられたのは、19 世紀の経済学者の

Henry George の著書による[２]。２０世紀となり、 

K.E.Boulding[３]の著した 「来るべき宇宙船地球

号の経済学」では、地球資源の有限性が議論され、

その危機感は Meadows らの著したローマクラブ

「成長の限界」[４]に受け継がれた。 

これらを受けて、日本学術会議では日本学術会

議「日本の計画（Japan Perspective）」2002[５]

を発表し日本における取り組みを示し、現在に至

っている。 

 

2.2 環境アセスメント 
1970 年代の日本では、オイルショックや公害問

題を背景に環境問題が注目された。経済団体・産

業界の環境関連法整備への強い要請から、行政を

巻き込んだ環境アセスメントが活発化した。 
科技庁では、計画局、研究調整局、振興局、原

子力局、資源調査所による試験的 TA（technology 

assessment）（1973）を実施し、議会 TA 機関の創

設への働きかけを行った（1977-78）。また通産省

（当時）では、1971 年に新設された環境庁の活動

に先んじる意味で、正当化と社会受容として他の

省庁が取り組む前に自らの扱う技術に対して TA

を実施し、妥当性を示そうとした。また、環境庁

では、環境アセスメントへの関心を中心に、化審

法（1973）、「各種公共事業に係る環境保全対策に

ついて」（1972）や、原子力に対峙したサンシャ

イン計画（1974）などの、一連の対応を行ってい

る[６]。1980 年代には公害問題の沈静化とともに、

環境アセスメント活動は低下したが、昨今のエネ

ルギー問題、や科学技術の倫理への関心を背景に

再び活発化しつつある[７]。  
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2.3 リサイクル 
環境リサイクル企業は、石油化学業界の発展と

ともに市場に姿を現したが、それが顕著となった

のは、オイルショック前後のことである。しかし、

資源小国である日本では歴史的にもリサイクル

への意識は高く、早くから多くの事例が記録され

ている[８]。とくに繊維産業や紙パルプ産業にお

いては、リサイクルは産業 としても 100 年近い

歴史がある[９,１０,１１]。繊維産業では愛知県岡崎

市を中心とし た繊維リサイクル産業 100 社を超

える関連企業が集まる集積地がある１２。 

近年は、中国やインドなど途上国の台頭による

資源逼迫を背景に、リサイクルは社会において重

要な地位を占めるようになってきた。国民所得の

増大が環境の質にも影響を与えるというクズネ

ッツ曲線[１３]が注目され、廃棄物とリサイクルを

めぐる経済やLCAiなどの手法を用いた工学との関

係について議論されている[１４]。 

 

3 メソドロジーとリサーチクエスチョン 
以上の先行研究と現状分析をもとに、リサーチ

クエスチョンを設定する。まず、メジャー・リサ

ーチクエスチョンとしては、環境リサイクルにお

けるエコ・ベースの産業育成モデルは何か？とい

うことを主テーマに挙げ、それを幾つかのサブシ

ディアリ・リサーチクエスチョンに分解して解を

求めていく。メソドロジーとしては、数量調査や

アンケート、さらに、ヒアリングを中心とした事

例調査法を用いる。調査の対象としては環境エン

ジニアリング企業数十社から構成される業界団

体を選定し、団体全体の市場動向やトレンドを解

析する。そして、団体内のベスト・プラックティ

ス企業を数社選定し、ヒアリングを中心とした事

例調査を行う。 

 

4 調査の内容 
調査の対象として「日本溶剤リサイクル工業会

（以下、工業会という）」[１５]を選定し、進めて

いく。この工業会は廃溶剤のリサイクルに関する

調査・研究・啓蒙・関係機関等への提言を行う目

的で、１９９５年に設立された団体である。メン

バー企業は溶剤再生業者を中心に、廃棄物処理業

者、メーカー等にわたる。 
4.1 溶剤リサイクルの業界構造 
工業会の参加企業数は溶剤リサイクル量の推

移とともに変化するが、常時 50～60 社から構成

される。業界は化学製品市況、需給に影響をうけ

る。化学メーカーからの転出や、化学大手の子会

                                                  
i LCA：Life Cycle Assessment 製品やサービスに対する、環境影

響評価の手法のこと。 

社として発足した場合も多い、多くが中小・零細

業者である。溶剤リサイクル量の推移と事業者数

を図２に示す。 

リサイクルの対象となる廃溶剤は、主に石油由

来の廃棄物である。光化学スモッグの発生要因で

もあり PRTR法iiの REACH規制iiiで規制されている。

溶剤の種類と用途は多岐の製品や業界にわたる。

例として液晶、半導体製造工程の剥離剤（DMSO、

MEA、アノン、グリコールエーテル類など）、医薬

品、ファインケミカル分野の反応溶剤、抽出溶剤

（酢酸ｴﾁﾙ、THF、ヘプタン、アセトン、極性溶剤

など）、リチウムイオン電池製造工程のバインダ

ー溶剤（NMP、NEP など）印刷インキ、接着剤用溶

剤（酢酸エチル、酢酸プロピル、ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙｱﾙｺｰﾙ、

MEK、トルエン）、その他、塗料シンナーなど（MEK、

トルエン､キシレン､酢酸ﾌﾞﾁﾙ､ｸﾞﾘｺｰﾙｴｰﾃﾙ類）で

ある。 

これら幅広い化学製品からでる廃溶剤は、年間

150 万トンといわれる大量な CO2 の大気放散を招

いている[１６]。このリサイクルおよび再資源化を

達成することで、資源保全と環境保護の２つの目

的が満たされる。複数業界、ユーザーにまたがる

複合産業で、静脈産業として経済のバリューチェ

ーン・サイクルを担う業界である。 

 

図２ 溶剤リサイクル量の推移と事業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：日本溶剤リサイクル工業会   

 

4.2 溶剤リサイクルの各国比較 
溶剤リサイクルに関する各国の現状は下記の

通りである。 
①日本におけるリサイクルの現状 
日本ではガスになった溶剤を回収し液体にす

る技術と回収液を分離精製する技術が開発され

                                                  
ii PRTR：Pollutant Release and Transfer Register の略。化学

物質排出移動量届出制度。 
iii REACH（Registration, Evaluation, Authorization and 
Restriction of Chemicals）欧州連合における人の健康や環境の保

護のための欧州議会及び欧州理事会規則環境影響評価の手法の

こと。 
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ている。その技術力は世界のトップクラスで、リ

サイクル品を新品と同様もしくはそれを上回る

（ハイグレード）品質に精製するという高度な技

術を保有している。 

日本国内に於いて溶剤は年間 230万トンの新品

が消費されるが、溶剤の使用後には 100 万 トン

が大気放散され、残りの130万トンのほとんどが、

ガスもしくは廃液として 焼却されていると考え

られる。リサイクル数量は年間 18 万トン程度と

１０％以下である。この数量はここ 10 数年間ほ

とんどかわっていない。溶剤を製造するときには、

一般的に溶剤の重量以上の石油が消費される。溶

剤は揮発性有機化合物（VOC）に含まれ、蒸発し

やすく燃えやすい 性質を持っている。溶剤が燃

えるとその重量の約 3.5 倍の CO2に変わる。工業

会の社会的意義として、リサイクル数量を増やす

ことで、資源を保全し、環境負荷を減らすことが

可能である。 

 

②米国におけるリサイクルの現状 
産油国でもある米国では、日本にまして大量の

溶剤が消費されていると考えられるが、工業会に

匹敵する団体はみうけられない。一般にそのリサ

イクルについては、廃溶剤を燃料として使用する

（サーマルリサイクル）が中心である。一部、リ

サイクル品としての活用（マテリアル・リサイク

ル）もされているが、それらは、化学製品のより

川下市場で消費される劣化品質（ダウン･グレー

ド）品の生産である。総じてリサイクル率やリサ

イクル技術は日本に劣っている。 

 

③欧州におけるリサイクルの現状 
欧州には大手化学メーカーが多数存在する。ま

た、北海油田を持つ英国、ノルウェーなど産油国

もあり、地理上、中東やロシアなどの原産地に近

いため、日本に比べてコスト面で有利であり、高

業績な化学企業も多い。化学業界のレベルは高く、

こうした業界においては、自社内循環型リサイク

ルを進めている企業も存在する。 

欧州では前述の REACH規制など大気汚染防止関

連法規でも規制が激しく、環境や資源保全面の対

策も強化されている。これらに基づき溶剤の回収

は厳格に行なわれているが、リサイクル技術は、

予想に反して発達していない。工業会メンバーが

立ち会ったところ、回収された溶剤は米国同様に

焼却処理されるか、川下市場で消費されている。 

 

④中国におけるリサイクルの現状 
経済発展の著しい中国では、資源枯渇の懸念か

ら、資源保全の動きが活発である。しかし、リサ

イクル品については、より川下市場で流通するダ

ウン･グレード品の生産が主体である。循環型リ

サイクルを進めている企業は存在しない。 

一方、大気放散されている溶剤は 1,300 万トン

/年と、日本の 5 倍以上であり、大気汚染と CO2
増加の原因となっている。中国から飛散するオキ

シダントなどの大量の化学物質は日本列島の上

空を多い、アレルギーや環境破壊の原因となって

いる。隣接する日本はもとより、世界環境の脅威

として環境技術の導入が急がれる地域である。 

 

上記から、日本の溶剤リサイクルにおける環境

技術は世界のトップクラスであると推定される。

このような技術を他国へ導入することで、環境・

資源の保全ならびに CDMivなどの政治面でも効果

が期待できる。 

 

5 事例分析 
本項では、環境技術から１社を抽出して事例分

析を行う。事例分析の対象として、日本の溶剤リ

サイクルのトップ企業である日本リファインを

取り上げる。 

 

5.1 日本リファインの事業概要 
日本リファイン株式会社（以下、日本リファイ

ン）は、蒸留をコア技術として、精製リサイクル

事業と環境エンジニアリング事業を提供する企

業である。資本金は 687.6 百万円、社員数は 380

名（内、台湾：約 30 名、中国：約 70 名）の中堅

企業である（図 3参照）。 

 

図 3：日本リファインの国別売上高の推移・計

画（連結） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：日本リファイン株式会社 

 

                                                  
iv CDM：Clean Development Mechanism 各国で協議されて

いるクリーン開発メカニズム。 
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2009 年 6 月期の連結売上高は 80 億円だが、今

後、日本や米国、中国での NMP 回収・精製の需要

拡大を見込み、2013 年 6 月期には 130 億円に引き

上げる計画である。 

 

5.2 リチウムイオン電池の溶剤のリサイクル 
日本リファインでは、世界的に拡大するリチウ

ムイオン電池の需要を見通して、溶剤「NMPv」の

リサイクル事業を拡大している。 

電気自動車（EV）や家庭用蓄電池などに用いら

れるリチウムイオン電池は、米国や中国でも政府

の振興策などを背景に開発が進み、NMP の需要は

世界的に拡大する見込みである。特に車載用電池

は 2010年半ばから一気に拡大する見通しであり、

車載用電池の中核となるリチウムイオン電池の

需要逼迫も想定される。 

リチウムイオン電池は、EV の価格の約半分を占

める主要部品である。NMP はリチウムイオン電池

の製造工程で必須となる溶剤で、電池の電極製造

工程や樹脂加工で使われる極性有機溶剤である。

NMP の新品は１トンあたり 50 万～60 万円と高額

で、さらに、車載用のリチウムイオン電池は NMP

を塗布する電極の面積が広く、1台当たり 40～70

キログラムを使う計算となる。今後の資源の枯渇

状態から、需要の逼迫も予測され、NMP は経済性

と成長性の両面で有望分野といわれる。NMP の溶

剤回収・精製を通じて、再生された日本リファイ

ンの NMP は、不純物が少なく電池メーカーから高

い評価を得ている（図 4）。新品より高品質な再生

品としてリサイクルの常識を超えた製品として

知られており、世界における大手化学メーカーに

次ぐ第２の NMP 供給元として浮上した。 

 

図 4 新品より高品質なリサイクル品 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：日本リファイン株式会社   

 

5.3 経済的・技術的な優位性 

NMP の精製以外にも、日本リファインでは、高

度な環境技術を保持している。技術面で、日本リ

                                                  
v NMP：N メチル－2-ピロリドン。電極に活物質を結着さ

せる溶剤。 

ファインが販売する回収装置での回収液の収率

は 99.9％を超えており、回収液からの精製品の純

分回収率も非常に高く、ロスが殆どない状態での

循環型リサイクルが可能である。 

経済的面での優位性として、日本リファインは

再生品は新品より５割程度安い価格で供給する

ことが可能である。しかも再生品は、新品よりも

純度の高い高品質な製品となり、高い市場性が見

込まれる。 

 

6 まとめと考察 
本項では、まとめとしてエコ産業の日本モデル

を提示し、モデル確立のために必要な今後の考察

について議論する。 

 

6.1 エコ産業の日本モデル 
日本リファインのように、リサイクル品を新品

よりも高品質にするという発想は日本を除いて

どこにも存在しないようである。中国企業の尊敬

とあこがれの対象であり、同社の人材は中国・台

湾から引き抜きの標的になっているという。 

こうした環境技術を核にする企業は、エコを通

じた世界のトップランナーを目指す日本として

は欠かせない存在である。 

日本リファインの環境技術は、日本的な制約の

もとに、日本人の持つ価値観や技の追求を伴って

開発された。 

日本リファインの特長として挙げられる「もっ

たいない」という意識の底には、廃棄物は希少な

地上資源であるという思いがある。日本的価値の

追求が結果として、匠の技の追求へとつながりＥ

Ｖ普及のキーテクノロジーの開発にいたった。 

 

6.2 日本の弱みを強みに変える発想 

オンリーワン企業としての日本リファインの

発想のモデルは、弱みを強みに変えるという屋久

杉の生命力にヒントを得た。屋久杉は年間降雨が

8000mm から 10000mm にも達し、表土とともに地表

養分が流出するという過酷な自然環境のなかで

数千年も生き続ける。屋久杉こそ日本の産業力の

手本にすべきではないか、ということである。 

さらにもう１つ、東洋思想も、環境技術にとっ

てプラスとなっている。日本に根付いた東洋思想

は自然との融和を旨とし、混沌から価値を生む非

合理性にも親和性がある。このようなホリスティ

ックな宇宙観、西洋企業には理解ができないよう

だ、と日本リファインの川瀬社長はコメントする。

一般に欧米企業は、混沌模糊とした廃棄物を前に

は手も足も出ない、という状態だという。西洋思

想は全能の神による天地創造を基とするもので

あり、廃棄物から新たな生命を生むという発想は
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東洋の神秘とみなされ、受け入れにくいのかもし

れない。この辺を深部に分析していけば、環境分

野における優位性の確立方法が明確化すると思

われる。 

 

6.3 考察 
今後の課題としては、日本リファインのモデル

は他の企業や他の業界にも適用可能か？欧米企

業が真似できない環境技術の確立は溶剤リサイ

クル以外の業種でも可能なのかどうか？などに

ついて調査する必要がある。 

さらに、このような環境技術面で優位に立つ企

業や業界を日本国政府として、支援、普及させて

いく必要がある。そのためには、まず、国内で、

環境規制面で業界を支持していく方法がある。さ

らに、EU で導入されている環境税、リサイクル税

などの税制面での措置も日本のエコ産業育成に

役立つものである。 

次に国外において、環境関連企業の海外ビジネ

ス促進支援を徹底することも必要である。海外に

おける環境技術普及の支援を通じて CDM・炭素ク

レジットの獲得や、日本発のデファクト・スタン

ダードの確立を目指す。同時に、中国・ロシアな

どからの越境汚染も阻止できるなど、波及効果が

期待できる。日本が世界に優位を示す環境技術と

産業について、日本の国として、その重要性を正

しく認識し、世界にアピールしていくことが必要

である。 
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